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「一定の条件次第」という回答者に具体的に叙述してもらうと･･･ 

 

孤独孤立対策に求められる条件 

 

「孤独を社会課題として位置づける時に、行政として対応すべき狭義の孤独をしっかりと
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まず定義付ける必要がある。そうしなければ、かなりの誤解を生みながら、ターゲットとし

ている層に対応することも難しくなるだろう。この定義付けをした上で、それを市民に周知

させる必要があると考える。」 

 

「孤独・孤立であると、行政が勝手に判断しない ・判断して押し付けない。政策を行うの

は良いが、政策をしていることを知らせる。 ・困っている人がいざ助けを求められる、居

場所を見つけられるような政策を行う」 

 

「孤独対策として構築された人間関係が、硬直的であったり年功序列的なムラ社会の伝統

を受け継ぐものではないようにする。」 

 

 

行政はファイナンスに留める 

 

「孤独、孤立対策は行政よりは NPO などのサードセクターや民間企業がやるべきだと思

う。 行政はあくまで財源的な裏付けや、認定制度などで後押しをするべき。」 

 

 

他の施策の課題追求のなかで 

 

「働き方改革などによって孤独を減らす取り組みや、老後における人との関わる機会や、社

会的な役割を行政が環境として作るのは効果的で良いと思う。」 

 

「例えば、誘拐や強盗などの犯罪防止のために孤独を政策課題にするのは良いと思う」 

 

「例えば所得が少なく人と関わる機会が少ない人がいるのであれば行政が手助けをするこ

とは可能かと思われるが、一概に行政が関わることで孤独が無くなるとは考えにくいため、

その人の孤独の状況にもよる」 

 



 

                       

          

                       

                  

                    

     

                           

    

                                  

      

        
     

         
    




